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第７次出入国管理政策懇談会における「収容・送還に関する専門部会（仮称）」

の開催について

令 和 元 年 ９ 月

出 入 国 在 留 管 理 庁

１ 趣旨

かねてより退去強制令書の発付を受けたにもかかわらず，様々な理由により，送

還を忌避する者が相当数存在しており，実務上，迅速な送還の実現に対する大きな

障害となっている。

そして，このような送還忌避者の中には，法律上，難民認定手続中は一律に送還

が停止されることに着目し，この送還の停止を目的に申請していると思われる濫用

・誤用的な難民認定申請者も少なからず見受けられ，これに対する適切な対応の必

要性もかねてより指摘されているところである。

送還忌避者の増加は，我が国にとって好ましからざる外国人を強制的に国外に退

去させるという退去強制制度の趣旨を没却するばかりか，退去強制を受ける者の収

容の長期化の主要な要因ともなっている。

そして，送還忌避者の増加や収容の長期化が適正な出入国管理行政を害するもの

であることは明らかであることから，これらを防止する方策やその間の収容の在り

方を検討することは，出入国管理行政にとって喫緊の課題である。

そこで，これら送還忌避者の収容・送還に関する問題を解決するため，今後，入

管当局が採るべき具体的な方策について，現状や課題を踏まえつつ，専門的知見を

有する有識者や実務者の方々に御議論いただくこととし，出入国管理政策懇談会に

専門部会を設置することとしたい。

２ 検討課題

送還忌避者の増加や収容の長期化を防止するための方策

３ 専門部会のメンバー

メンバーは検討中

４ 今後の進め方

専門部会の開催期間については，令和元年９月から令和２年３月頃までの約６か

月間とし，月１回又は２回ほど開催の上，同月までには政策懇談会に最終報告を行

うことを目標とする。
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別 紙

名 簿

（委員）

部会長 安 冨 潔 慶応義塾大学名誉教授
や す と み きよし

明 石 純 一 筑波大学大学院人文社会科学研究科准教授
あ か し じゆん い ち

大 橋 秀 夫 医師
お お は し ひ で お

川 村 真 理 杏林大学総合政策学部教授
か わ む ら ま り

髙 橋 直 哉 中央大学大学院法務研究科教授
た か は し な お や

髙 宅 茂 日本大学危機管理学部教授
た か や しげる

寺 脇 一 峰 弁護士
て ら わ き か ず み ね

野口 貴公美 一橋大学大学院法学研究科教授
の ぐ ち き く み

宮 崎 真 弁護士
み や ざ き し ん

柳 瀬 房 子 特定非営利活動法人難民を助ける会会長
や な せ ふ さ こ

（オブザーバー）

川 内 敏 月 国連難民高等弁務官駐日事務所副代表
か わ う ち と し つ き

（敬称略・５０音順）
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諸外国における収容・送還に関する法制度

令和２年１月２８日
第６回「収容・送還に関する専門部会」

出入国在留管理庁

出入国在留管理庁
Immigration Services Agency of Japan

資料２
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諸外国における送還・収容に関する法制度
令和２年１月２８日現在

米国 英国 フランス ドイツ オーストラリア 韓国 日本

送還関係

退去強制処分を決定する
機関

・移民審判官（司法省の下部組織である
移民審査事務局所属の審判官）

・内務大臣（有効な滞在許可を有しない者
等の処分については入国管理官も決定可
能）

・県知事（パリにおいては警視総監）（内務
大臣が行う場合あり）

・各州の内務省外国人局（例外的に連邦
難民庁が行う場合あり）

・内務省等の担当官 ・地方出入国・外国人官署の長
・地方出入国在留管理官署の主任審査官
（入国審査官）

退去強制の方法
（対象者自ら退去させるものか，対

象者を実力で送還するものか等）

・対象者に退去を命じ，退去の義務を課
すもの
・退去命令が確定すれば，退去期限（原
則退去命令確定後90日）内であっても，移
民審査官宛に退去強制令書を発行し，退
去の執行権限を付与

・対象者を実力で送還するもの

・領土退去義務：対象者に退去の義務を
課すもの
・国外追放：対象者を実力で送還するもの
（なお，刑罰として領土滞在禁止刑あり。）

・調査中 ・対象者を実力で送還するもの ・調査中 ・対象者を実力で送還するもの

退去しない者等に対する
罰則
※（）内は法定刑

・退去期限内に故意に退去しなかった者
（４年以下（一定の事由に該当する場合に
は１０年以下）の拘禁刑又は（及び）罰金）
・出国に必要な渡航文書等の申請を故意
に行わなかった者（４年以下（一定の事由
に該当する場合には１０年以下）の拘禁
刑又は罰金））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・内務大臣から送還のために渡航文書を
取得するための行動を取るよう要請され，
合理的な理由なく従わない者（２年以下の
拘禁刑又は（及び）罰金）
・退去強制実施中の航空機等から不法に
上陸した者（６月以下の拘禁刑又は（及
び）罰金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・領土退去義務又は国外追放の執行を免
れ，又は免れようとした者（３年以下の拘
禁刑）
・領土退去義務又は国外追放を執行する
ための渡航証を提出しなかった者（３年以
下の拘禁刑）
・渡航証がない場合に，領土退去義務又
は国外追放の執行のために必要な情報
を提供しなかった者（３年以下の拘禁刑）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・調査中 ・不見当 ・不見当 ・なし

送還を促進するための措
置等（運用を含む）

・自発的に退去したか否か等で上陸拒否
期間に差異あり

・自発的に退去したか否か等で上陸拒否
期間に差異あり

・一定の要件を満たす領土退去義務の対
象者に，渡航費用の負担等の支援制度
あり

・調査中 ・不見当
・送還忌避者は国費で送還されるところ，
国費による退去者は，自費による退去者
より上陸拒否期間が長くなる場合あり

・自ら官署に出頭したこと等一定の要件を
満たす退去者について，上陸拒否期間を
短縮(出国命令)

収容関係（退去が確定した者について）

収容に当たっての司法審
査の要否
（収容を決定する機関）

・不要
（司法長官）

・不要
（内務大臣）

・初回決定:不要（県知事（パリにおいては
警視総監））
・延長決定:必要（裁判官）

・必要
（裁判官）

・不要
（内務省等の担当官）

・不要
（地方出入国・外国人官署の長）

・不要
（地方出入国在留管理官署の主任審査官
（入国審査官））

収容の要件等 ・退去命令が確定した場合 ・送還実施のために必要がある場合

・国外追放決定を受けた者，１年以内に
領土退去義務の対象となって退去期限が
経過した者が，効果的かつ適切な出頭保
証を示さない場合等

・①逃亡のおそれ，②許可なき入国を理
由として強制可能な出国義務を負う場合，
③退去強制命令が発せられたものの，す
ぐに執行ができない場合のいずれかに該
当する場合
※旅券入手義務を果たさない場合等は，
①の具体的根拠となり得る

・有効なビザを有しない場合 ・旅券未所持等の理由で直ちに送還する
ことができない場合

・退去強制を受ける者を直ちに本邦外に
送還することができない場合

収容期間

・原則：退去命令確定後９０日
・例外：一定の有罪判決を受けたことを理
由に退去強制手続の対象となっている者
等は収容期間の延長が可能

・法律上制限なし
・原則：最長合計９０日間
・例外：テロ行為を行った者等については
最長合計２１０日間

・原則：６か月
・例外：外国人の責めに帰すべき事由に
より退去強制が執行されない場合等は，
さらに最長１２か月延長可能

・法律上制限なし
・法律上制限なし（期間が３月を超える場
合は３月ごとに法務部長官の承認が必
要）

・送還可能のときまで

収容を一時的に解く制度
又はこれに類似する制度
の有無等

・退去命令が確定した後，９０日を超えた
場合には，定期的に出頭すること等司法
長官が指定した条件の下収容を解く制度
あり（例外あり）

・内務大臣又は第一次審判所は，職権又
は申請により，被収容者に対し，住居制
限・電子監視等の条件を付した上で，収
容を一時的に解く制度あり

・県知事（パリにおいては警視総監）（内務
大臣が行う場合あり）が，特定の住居に居
住させ，警察等に定期的に出頭させるな
どの制度あり

・調査中
・大臣が公共の利益にかなうと認める場
合，条件を付して，特定の場所に居住さ
せる制度あり

・地方出入国・外国人官署の長が，情状
等を考慮し，２０００万ウォン以下の保証
金を納付させ，住居の制限等必要な条件
を付した上，収容を一時的に解除する制
度あり

・入国者収容所長又は主任審査官が，請
求又は職権により，情状等を考慮し，300
万円以下の保証金を納付させ，必要な条
件を付した上，仮放免する制度あり（仮放
免）
・送還することができないことが明らかに
なったときに，入国者収容所長又は主任
審査官が，必要な条件を付した上，放免
する制度あり（特別放免）

収容を一時的に解く際の
条件に違反して逃亡した
場合の罰則等

・司法長官が指定した条件に従わなかっ
た者等（１年以下の懲役又は（及び）１００
０ドル以下の罰金）

・一時的に収容を解く措置の条件に従わ
なかった者（６月以下の拘禁刑又は（及
び）罰金）

・指定された住居に戻らず，又は許可なく
住居から立ち去った者（３年以下の拘禁
刑）                                         　等

・調査中
・居住場所から逃亡した者（５年の拘禁
刑）

・不見当

・特別放免された者で，条件に違反して，
逃亡し，又は正当な理由がなく呼出しに応
じない者（１年以下の懲役又は（及び）20
万円以下の罰金）

※現時点における調査で判明している範囲での法制度の概要を記載している。
※赤字は第５回会合提出資料からの追記箇所である。
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これまでの議論において提案された（主な）方策等（案）

※ 第１回会合から第５回会合の議論で提案された方策等について，反対意見が示されたものも含

， ， ， 。め記載しているが 本部会の取りまとめにおける採否や記載の在り方は 今後 議論・検討する

第１ 送還を促進するための措置の在り方

１ 退去強制令書の発付を受けた者に対する自発的な出国を促すために考えら

れる運用上又は法整備上の措置

○ 早期に出国した場合，一定期間経過後の再度の上陸やその際の在留資格

の付与を可能とし，これを促す措置の導入・活用

○ 送還先等に関する本人の意向を聴取する手続の創設

○ ＩＯＭによる自主的帰国・社会復帰支援プログラムの活用

２ 退去強制令書が発付されたものの本邦から退去しない行為に対する罰則の

創設

○ 退去しない理由を考慮の上，退去を命じる制度と命令違反者に対する罰

則の創設

○ 退去命令による退去義務の履行を確保するための執行罰の利用

○ 渡航文書の申請を命じる制度と命令違反者に対する罰則の創設

３ 庇護を要する者を適切に保護しつつ，送還の回避を目的とする濫用・誤用

的な難民認定申請に対処するための運用上又は法整備上の措置

⑴ 庇護を要する者の適切な保護

○ 難民条約上の「難民」の解釈の明確化

○ 人道的な配慮を理由に在留を認める者の対象の明確化

○ 難民認定における手続の整備（代理人の同席等）

○ 難民認定申請の迅速な処理のための体制や手続の整備

⑵ 送還の回避を目的とする濫用・誤用的な難民認定申請に対処するための

措置

○ 濫用・誤用的な難民認定申請を簡易に処理する仕組みの創設

○ 濫用・誤用的な難民認定申請に対する送還停止効の適用除外

資料３
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資料３

４ その他送還を促進し，又は送還が困難な者に適切に対処するための措置

○ 退去強制令書の執行力（人・機材等）の強化

○ 送還先国政府との協定締結といった外交的方策

○ 在留特別許可の活用と許可基準の明確化

第２ 収容の在り方

１ 収容期間の上限，収容についての司法による審査

○ 収容をその必要性がある場合に限定

○ 退去強制令書による収容期間の上限の設定

○ 収容についての司法審査の導入

２ 被収容者のプライバシーの確保や被収容者に対する医療，被収容者の心情

把握・ケアに関する取組等の被収容者の処遇

○ 被収容者のプライバシー確保のための施設内環境の整備

○ 拒食者・治療拒否者に対する有効な医療を可能とするための措置

○ 常勤医師の確保に向けた措置（兼業に係る特例等）

○ 被収容者による情報へのアクセス手段の強化

○ 被収容者と入管当局等との意思疎通の確保・強化

○ 職業訓練や学習等の機会の提供

○ 被収容者による規律違反行為を抑止するための方策

３ 仮放免

⑴ 仮放免の要件・基準

○ 仮放免の要件・基準の明確化

○ 不許可理由の告知の実施

⑵ 仮放免された者による逃亡等の行為に対する罰則の創設

○ 仮放免された者による逃亡等の行為に対する罰則の創設

４ その他収容の長期化を防止するための措置

○ 仮放免の活用

○ 収容代替措置の創設・活用

以 上
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港湾での庇護申請

一時庇護上陸許可 難民認定申請 港湾での難民申請に係る仮滞在

ボート・
ピープル

その他 全体 小計 許可 不許可

年 許可 申出 許可 不許可 終止・取下げ うち港湾 比率 人数 比率 人数 比率
1982 1,037 22 22 0 0 530 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1983 798 8 3 5 0 44 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1984 503 5 1 4 0 62 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1985 435 17 0 17 0 29 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1986 330 6 1 4 1 54 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1987 145 1 0 1 0 48 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1988 219 1 0 1 0 47 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1989 1,909 0 0 0 0 50 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1990 155 4 0 4 0 32 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1991 20 0 0 0 0 42 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1992 100 0 0 0 0 68 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1993 17 0 0 0 0 50 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1994 ‐ 0 0 0 0 73 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1995 ‐ 0 0 0 0 52 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1996 ‐ 1 0 1 0 147 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1997 ‐ 4 0 2 2 242 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1998 ‐ 6 1 5 0 133 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1999 ‐ 0 0 0 0 260 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2000 ‐ 8 0 6 0 216 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2001 ‐ 8 1 9 0 353 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2002 ‐ 11 6 5 0 250 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2003 ‐ 2 0 2 0 336 … ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2004 ‐ 0 0 0 0 426 18 4.2% ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2005 ‐ 0 0 0 0 384 14 3.6% 10 3 30% 7 70%

2006 ‐ 6 0 5 1 954 120 12.6% 119 43 36% 76 64%

2007 ‐ 15 4 11 0 816 49 6.0% 39 9 23% 30 77%

2008 ‐ 44 0 43 1 1,599 78 4.9% 74 9 12% 65 88%

2009 ‐ 24 0 22 0 1,388 47 3.4% 47 0 0% 47 100%

2010 ‐ 21 0 21 0 1,202 35 2.9% 35 6 17% 29 83%

2011 ‐ 45 10* 34 1 1,867 74 4.0% 66 19 29% 47 71%

2012 ‐ 64 5 54
*2

5 2,545 101 4.0% 84 7 8% 77 92%

2013 ‐ 26 2 23 1 3,260 86 2.6% 71 3 4% 68 96%

2014 ‐ 84 1 83 0 5,000 117 2.3% 107 2 2% 105 98%

2015 ‐ 171 4 166 1 7,586 173 2.3% 163 1 1% 162 99%

2016 ‐ 110 1 104 4 10,901 152 1.4% 148 0 0% 148 100%

2017 ‐ 98 2 93 3 19,628 133 0.7% 115 0 0% 115 100%

(18前半) 24 2
*3

19 3 5,586 12 0.2% 13 0 0% 13 100%
2018

*4 ‐ 55 2 49 4 10,493 … … … … … … …

単位は人。「…」は不明を示す。
* 2011年9月に能登半島沖で保護されて大村に移送された脱北者9人を含む。
*2

 2016年11月17日法務省回答を参照。2015年以前の回答は「50」。
*3　2018年11月法務省回答では、2件のうち1件は2017年に申請したもの。
*4　2018年通年の数は法務省回答なし。

参照：法務省ホームページ、政府統計（eStat）

「脱北9人、入管センター到着　上陸許可判断に数日か」朝日新聞（2011年9月14日）

山内康一衆議院議員提出「難民認定申請者の収容に関する質問主意書」に対する2009年11月20日付け内閣衆質173第67号答弁書

松岡徹参議院議員の質問・申入れに対する法務省入国管理局回答（2007年7月）

福島みずほ参議院議員提出「難民認定制度に関する質問主意書」に対する2007年11月16日付け内閣参質168第49号答弁書

石橋通宏参議院議員提出「難民認定状況に関する質問主意書」に対する2016年4月1日付け内閣参質190第90号答弁書

石橋通宏参議院議員提出「難民認定状況に関する質問主意書」に対する2017年6月27日付け内閣参質193第146号答弁書

石橋通宏参議院議員提出「難民認定状況に関する質問主意書」に対する2018年6月26日付け内閣参質196第140号答弁書

作成：全国難民弁護団連絡会議
作成日：2020年2月8日21
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法 務 省 

Ministry of Justice 

 ２０１８年１月１５日から開始した新たな運用において，就労制限の対象となる難民認定申請者は，申請案件の振分けの結果，Ａ案件，Ｂ案件のい
ずれにも該当しないとして，Ｄ案件に振り分けられた初回申請者のうち，次の２つの類型のいずれかに該当する人（Ｄ１）です。 

更なる見直し後の在留資格上の措置について（初回申請者） 

就労制限の対象となる人とは 

就労制限の対象となる難民認定申請者について 

〔振分けの分類〕 

Ａ案件：難民条約上の難民である可能性が高いと思われる 

     案件，又は，本国情勢等により人道上の配慮を要 

     する可能性が高いと思われる案件 

Ｂ案件：難民条約上の迫害事由に明らかに該当しない事情 

     を主張している案件※ 

Ｃ案件：再申請である場合に，正当な理由なく前回と同様の 

     主張を繰り返している案件※ 

Ｄ案件：上記以外の案件 

※ 人道配慮の必要性を検討する必要がある場合はＤ案件 

 とする。 

 

具体例 

・ 在留資格「技能実習」を有する人が，実習先から失踪・所在不 

 明となり，又は技能実習計画を終了した後に難民認定申請を行 

 った場合 

・ 在留資格「留学」を有する人が，留学先の教育機関を退学若し 

 くは除籍となり，又は卒業した後に難民認定申請を行った場合 
（注） 「短期滞在」及び入管法別表第二の在留資格を有する者は対象外 

 

具体例 

・ 出国準備期間としての「短期滞在」又は「特定活動」の在留資 

 格を有する人が難民認定申請を行った場合 
（注） 出国準備期間は，現に有する在留資格での在留継続が困難な場合に， 

  自ら本邦からの出国意思（帰国意思）を表明し，出国準備を目的とする在留 

  資格を希望した場合に付与されるもの 

 

就労を制限する理由 

・ 本来の在留資格に該当する活動（技能実習，留学など）を続けながらでも難民認定申請が 

 できるにもかかわらず，当該活動を止めて，在留する根拠を喪失した後に申請していること 

 から，就労や在留の継続を目的とした濫用・誤用的な申請の可能性が高い。 

・  「技能実習」及び「留学」からの申請者の入国から申請までの平均期間は，約２３月であ 

 り，一定程度の生活費を有していると考えられる。 
（参考）・「技能実習」からの申請者の９９％以上は，本国の政府，地方公共団体又はそれらの関係機関からの推薦 

     を受けて入国した者 

     ・「技能実習」からの申請者の約８０％が失踪又は所在不明の後の申請，「留学」からの申請者の約６８％が 

   退学・除籍等の後の申請（平成２９年上半期） 

 

 

 
◆ （Ｄ案件に振り分けられた人のうち，）出国準備期間中に難民認定申請を行った人 

◆ （Ｄ案件に振り分けられた人のうち，）本来の在留資格に該当する活動を行わなくなった後に難民認定申請を行った人 

就労を制限する理由 

・ 自ら帰国する意思を表明したにもかかわらず，その後短期間の内に難民認定申請している 

 ことから，就労や在留の継続を目的とした濫用・誤用的な申請の可能性が高い。 

 

 

振分け

分類

Ａ

Ｂ

難民認定申請

振分け期間

・２月以下の在留期間
（振分け期間が必要な
場合）

・就労不可
Ｄ

処分

振分け後

　⇒判明後，速やかに「特定活動（６月，就労可）」を付与

　⇒在留制限

D1　本来の在留活動を行わなくなった後に難民認定申請した人，又は
出国準備期間中に難民認定申請した人
　⇒就労制限：「特定活動（３月，就労不可）」

D2　D1以外の人
　⇒申請等から６月以内：「特定活動（３月，就労不可）」を２回許可
　　 申請等から６月経過後：「特定活動（６月，就労可）」
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難民認定者等の申請回数（概数）

年 2005～2009 2010～2014 2015～2017

難民認定 人道配慮 難民認定 人道配慮 難民認定 人道配慮

難民認定合計 208 1099 95 984 75 221

1 初回申請 161 77.4% データなし … 66 69.5% 691 70.2% 69 92.0% 148 67.0%

2 複数回申請 22* 10.6% データなし … 14 14.7% 292 29.7% 3 4.0% 73 33.0%

3 勝訴確定後 26* 12.5% 3 0.3% 15 15.8% 1 0.1% 3 4.0% 0 0.0%

参照：法務省入国管理局資料

*再申請で勝訴確定後に難民認定 が1名いるため、「複数回申請」と「勝訴確定後に認定」で1名重複。また、2008年に再申請で難
民認定を受けた1人は、難民不認定等取消訴訟の結審直前に入管に呼び出されて再申請をし、1ヶ月以内に難民認定の告知を受
けた。

　　 「衆議院議員山内幸一君提出複数回申請者の難民認定状況に関する質問に対する答弁書」答弁書第86号内閣衆質176第86

号、2010年11月2日。

　　 「参議院議員石橋通宏君提出難民認定状況に関する質問に対する答弁書」答弁書第223号内閣参質189第223号、2015年8

月18日

　　 「参議院議員石橋通宏君提出難民認定状況に関する質問に対する答弁書」答弁書第90号内閣参質190第90号、2016年4月1

日。

　　 「参議院議員石橋通宏君提出難民認定状況に関する質問に対する答弁書」答弁書第146号内閣参質193第146号、2017年6

月27日。

　　 「参議院議員石橋通宏君提出難民認定状況に関する質問に対する答弁書」答弁書第140号内閣参質196第140号、2018年6

月26日。
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日本において難民認定申請数が多い10カ国に係る主要庇護国での庇護状況
日本

1982～
2005

2006～
2010

2011～
2015

2016～
2018

Total: 2006 to

2018
2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018

一次申請 10 173 4,176 4,615 (注) 　単位は「人」。

一次 0 FI 109 FI 10 NA 6 NA 37 FI 8 IN 3,688 FI/FA 784 　「*」は、1以上5未満の数値。

（難民勝訴後） 0 JR 0 JR/AR 73 JR/AR 2 EO 2,958 　難民認定数と人道配慮数は、

異議 2 AR 111 AR 21 RA 1 RA 24 RA 0 AR 363 AR 3 一次と不服審の合計。

一次不認定 68 2,651 4,247 　数字（紺色太字）は、法務省

人道配慮 0 6 6 発表又は国会等での政府回答

一次申請 709 3,015 2,481 2,268 を参照したもの。

一次 137 FI 573 FI 773 NA 748 NA 88 FI 16 IN 1,135 FI/FA 96 　数字（黒色斜字）は、ＵＮＨＣ

（難民勝訴後） 35 JR 11 JR/AR 126 JR/AR 0 EO 650 Ｒ推計値または全難連による

異議 77 AR 118 AR 184 RA 13 RA 26 RA 0 AR 15 AR 3 推計値。数値が不明のところは

一次不認定 383 2,479 1,733 1,119 空白としている。

人道配慮 152 1,209 403 9 　諸外国は、「人道配慮」では

一次申請 24 473 7,167 なく「補完的保護」の数値。

一次 0 FI 25 FI 4 NA 7 NA * FI 0 IN 102 FI/FA 136

（難民勝訴後） 0 JR 2 JR/AR 0 JR/AR 0 EO 70

異議 0 AR 26 AR 18 RA 1 RA 0 RA 0 AR 7 AR 0

一次不認定 21 161 5,232

人道配慮 1 0 7

一次申請 64 565 1,778 4,715

一次 0 FI 4,743 FI 2,224 NA 1,457 NA 5,536 NA 16 IN 435 FI/FA 5,949

（難民勝訴後） 0 JR 69 JR/AR 5,529 JR/AR 3 EO 913 0

異議 4 AR 1,037 AR 4,000 RA 116 RA 2,358 RA 0 AR 63 AR 8

一次不認定 59 352 1,304 1,929

人道配慮 4 7 22 14

一次申請 654 601 3,086 2,901

一次 0 FI 472 FI 689 NA 8,037 NA 2,492 NA 665 IN 743 FI/FA 4,374

（難民勝訴後） 0 JR 214 JR/AR 2,607 JR/AR 32 EO 164

異議 0 AR 184 AR 783 RA 365 RA 1,455 RA 8 AR 0 AR 91

一次不認定 629 455 1,987 2,332

人道配慮 23 12 14 15

ネパール

8,964

6,966

12

ミャンマー

7,764

難民 117 172 41

難民 0 2 0 ＊

1 214

5,331

1,621

イギリス

350

7

フィリピン

7,664

難民 0 0 0 0

5,414

8

スリランカ

7,058

難民 0 1 3 0 ＊

3,585

43

トルコ

6,588

難民 0 0 0 0 0

4,774

41

285

20

ドイツオーストラリア

1,018

31

689

11

1,936

1,353

220

1,276

787

カナダスウェーデン

750

134

743

11

フランス

324

10

243

8

米国

12,380

7,009

2,131

1,037 12

62 2 10

1,146 1,232 96 125

772 240 16 99

2,499

1,800

401

1,877

957

922

71

895

691

188

0

145

544 119 53 138 1,034

51 22 10 ＊ 0

1,170 1,828

179

0 8 14 1 16

136

506 353 71 29 95 263

5,780 6,224 1,642 13,423 19 5,957

12,103 19,261 5,584 29,161 378 7,5902,618

1,411

0 471 508 787 23

6,919 15,041 2,777 29,329 211 544

656 1,472 8,616 6,554 705 4,465

1,427 4,342 38,754 22,927 4,178 7,6313,939

907

0 243 529 100 202

466 2,657 20,392 25,036 2,127 238

FI=一次手続、AR＝不服審、RA＝再開、JR＝司法審、IN＝庇護手続、EO＝退去手続 1/232



日本

1982～

2005

2006～

2010

2011～

2015

2016～

2018

Total: 2006 to

2018
2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018 2006～2018

イギリス ドイツオーストラリア カナダスウェーデンフランス 米国

一次申請 198 13 908 4,715

一次 0 FI 174 FI 590 NA 47 NA 66 FI 2 IN 196 FI/FA 61

（難民勝訴後） 0 JR 1 JR/AR 21 JR/AR 0 EO 66

異議 0 AR 96 AR 421 RA 8 RA 4 RA 0 AR 0 AR 0

一次不認定 139 7 451 4,490

人道配慮 104 0 1 0

一次申請 3 1,020 4,501

一次 0 FI 266 FI 9 NA 2 NA * FI 8 IN 1,473 FI/FA 172

（難民勝訴後） 0 JR 0 JR/AR 0 JR/AR 0 EO 1,304

異議 0 AR 81 AR 9 RA 0 RA 0 RA 0 AR 29 AR 1

一次不認定 0 203 4,537

人道配慮 0 0 1

一次申請 417 250 1,215 1,478

一次 1 FI 4,415 FI 5,268 NA 2,819 NA 632 FI 351 IN 2,101 FI/FA 6,342

（難民勝訴後） 0 JR 1,750 JR/AR 803 JR/AR 61 EO 1,328

異議 0 AR 925 AR 2,735 RA 149 RA 109 RA 0 AR 157 AR 42

一次不認定 403 133 936 377

人道配慮 67 2 17 15

一次申請 52 171 795 1,620

一次 0 FI 237 FI 52 NA 101 NA 47 FI 4 IN 1,807 FI/FA 1,806

（難民勝訴後） 0 JR 4 JR/AR 20 JR/AR 1 EO 4,676

異議 0 AR 248 AR 228 RA 5 RA 18 RA 0 AR 347 AR 33

一次不認定 52 77 498 528

人道配慮 2 0 0 3

一次申請 111 146 985 1,222

一次 3 FI 327 FI 445 NA 401 NA 1,512 FI 128 IN 990 FI/FA 1,198

（難民勝訴後） 1 JR 34 JR/AR 4,069 JR/AR 32 EO 553

異議 2 AR 197 AR 714 RA 14 RA 964 RA 2 AR 172 AR 16

一次不認定 90 84 583 430

人道配慮 13 12 13 6

参照： 法務省入国管理局「難民認定行政：25年の軌跡」（2006年11月）、法務省報道発表資料（各年の難民認定者数等について）
法務省入国管理局「平成29年における難民認定数等について」（参議院議員糸数慶子議員への回答）
令和元年5月29日付け石橋通宏議員質問主意書への政府回答［内閣参質198第64号］（令和元年6月7日）、平成30年6月15日付け石橋通宏議員質問主意書への政府回答［内閣参質196第140号］（平成30年6月26日） 全国難民弁護団連絡会議
平成29年6月15日付け石橋通宏議員質問主意書への政府回答［内閣参質193第146号］（平成29年6月27日）、平成28年3月24日付け石橋通宏議員質問主意書への政府回答［内閣参質190第90号］（平成28年4月1日） 2020年2月8日
ＵＮＨＣＲオンライン統計データベース

ベトナム

5,636

難民 59 0 0 0 0

4,948

1

インドネシア

5,524

難民 0 0 0 0

4,740

1

パキスタン

2,943

難民 3 0 0 1 ＊

1,446

34

インド

2,586

難民 0 0 0 0 0

1,103

3

バングラデシュ

2,353

難民 0 2 1 2 5

1,097

31

270 1,011 56 91 ＊ 61

3,887 6,759 10,051 383 880 241715

262

0 463 71 6 63

2,941 2,024 8,289 213 579 107

347 18 ＊ ＊ 8 173

3,389 113 50 4 98 4315,280

2,806

0 5 3 0 0

2,288 74 28 0 55 1,832

5,340 8,003 4,718 1,544 412 6,384

9,424 39,994 44,990 17,124 2,877 11,2957,001

3,586

0 694 693 198 83

3,319 28,127 32,151 16,644 1,383 863

485 280 110 85 5 1,839

10,366 13,908 14,917 1,258 885 11,71518,158

6,830

0 196 133 20 31

5,287 8,411 12,591 882 505 3,293

524 1,159 449 6,545 162 1,214

2,702 13,519 6,185 30,124 1,773 3,0534,873

1,715

0 556 175 342 86

1,605 9,202 4,400 35,459 1,165 853

FI=一次手続、AR＝不服審、RA＝再開、JR＝司法審、IN＝庇護手続、EO＝退去手続 2/233



難民関連訴訟

難民勝訴判決（件数） 難民認定数（人数）

地裁 （うち確定） 高裁
（うち逆転勝

訴） 一次
うち勝訴
後の認定

異議

1997 … … 1 (1) 0 1

1998 7 … 0 0 15 (1) 1

1999 27 … 0 0 13 3

2000 46 … 0 0 22

2001 8 … 0 0 24 2

2002 52 11 2 0
60日ルール

14

2003 53 14 3 1
このほか、判決前に難民認定で却下1件

6 4

2004 25 42 15 (3) 0 9 (1) 6

2005 52 64 7 (1) 2 (1)
このほか、判決前に難民認定で却下1件

31 (1) 15

2006 59 84 5 4
このほか、難民勝訴/退令敗訴が1件

22 (1) 12

2007 82 145 13 (4) 8
このほか、判決前に難民認定で却下1件

37 (13) 4

2008 72 127 4 (1) 2 (1) 40 (6) 17

2009 50 82 1 5 (3)
このほか、控訴審中に認定で却下判決1
件 22 (5) 8

2010 55 62 10 (6) 0
地裁勝訴（確定）の1件はロヒンギャ集団
訴訟20人の内の2人が勝訴したもの 26 (7) 13

2011 40 68 1 (1) 2 7 (3) 14

2012 46 … 2 (1) 2 (1)
高裁逆転勝訴の1件はロヒンギャ集団訴
訟15人の内の1人が勝訴したもの 5 (3) 13

2013 35 … 0 1 3 (1) 3

2014 35 … 1 (1) 0 6 (1) 5

2015 61 … 2 (2) 0 19 (2) 8

2016 50 62 0 3 (3) 26 (1) 2

2017 51 78 0 0 19 1

2018 20 81 2 (1) 1 38 (1) 4

2019 … … 1 0 … (1) …

2020 … … 0 1 (1) … …

合計 926 920 70 (22) 32 (10) 405 (48) 135

参照：

‐石橋通宏議員質問主意書への政府回答（2017年6月27日）

‐法務省入国管理局「出入国管理白書」

判決（一
審・控訴
審・上告
審）

訴訟提起年 その他

‐石橋通宏議員質問主意書への政府回答（2019年6月7日）
‐石橋通宏議員質問主意書への政府回答（2018年6月26日）

全国難民弁護団連絡会議
2020年2月8日34

http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/198/meisai/m198064.htm
http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/198/meisai/m198064.htm
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難民認定数等の推移

家族 （人）
ボート
ピープ
ル

留学生
等

第三国
定住

ＯＤＰ

1978 - - - - - - - - - - - - - - - 3 3 - - -
1979 - - - - - - - - - - - - - - - 94 2 - 92 -
1980 - - - - - - - - - - - - - - - 396 50 - 346 -
1981 - - - - - - - - - - - - - - - 1,203 48 742 393 20
1982 530 67 62.6% 40 37.4% 59 35.5% 364 22 - 0 - 0 0.0% … 67 - 456 216 - 217 23
1983 44 63 26.3% 177 73.8% 23 8.7% 145 7 0% 1 100% 22 73.3% … 63 - 675 395 - 248 32
1984 62 31 21.4% 114 78.6% 18 11.0% 44 55 0% 4 100% 21 26.3% … 31 - 979 738 - 229 12
1985 29 10 26.3% 28 73.7% 7 15.6% 28 23 0% 35 100% 3 4.9% … 10 - 730 484 - 240 6
1986 54 3 37.5% 5 62.5% 5 38.5% 69 5 0% 13 100% 0 0.0% … 3 - 306 129 - 149 28
1987 48 6 14.6% 35 85.4% 11 21.2% 65 29 0% 17 100% 6 11.5% … 6 - 579 262 - 291 26
1988 47 12 16.2% 62 83.8% 7 8.6% 31 53 0% 15 100% 5 6.8% … 12 - 500 164 - 193 143
1989 50 2 8.0% 23 92.0% 7 21.9% 49 26 0% 43 100% 6 8.0% … 2 - 461 152 - 194 115
1990 32 2 6.1% 31 93.9% 4 10.8% 44 23 0% 12 100% 1 2.8% … 2 - 734 171 - 321 242
1991 42 1 7.1% 13 92.9% 5 26.3% 67 10 0% 17 100% 8 22.9% … 1 7 - 780 263 - 370 147
1992 68 3 7.0% 40 93.0% 2 4.4% 90 36 0% 19 100% 1 1.8% … 3 2 - 792 239 - 411 142
1993 50 6 15.4% 33 84.6% 16 29.1% 85 28 0% 14 100% 7 14.3% … 6 3 - 558 97 - 300 161
1994 73 1 2.4% 41 97.6% 9 17.6% 107 33 0% 16 100% 16 24.6% … 1 9 - 456 84 - 165 207
1995 52 1 3.0% 32 97.0% 24 42.1% 102 39 1 2.8% 35 97.2% 10 11.9% … 2 3 - 231 30 - 85 116
1996 147 1 2.3% 43 97.7% 6 12.0% 199 35 0% 19 100% 10 15.6% … 1 3 - 151 1 - 4 146
1997 242 1 1.2% 80 98.8% 27 25.0% 333 41 0% 20 100% 25 29.1% … 1 3 - 157 1 - 4 152
1998 133 15 (1) 4.9% 293 95.1% 41 11.7% 117 159 1 2.1% 46 97.9% 16 7.2% … 16 42 - 132 5 - 5 122
1999 260 13 6.8% 177 93.2% 16 7.8% 171 158 3 2.6% 113 97.4% 24 8.1% … 16 44 - 158 1 - 5 152
2000 216 22 13.8% 138 86.3% 25 13.5% 202 61 0% 142 100% 6 2.9% … 22 36 - 135 - 9 126
2001 353 24 7.1% 316 92.9% 28 7.6% 187 177 2 2.1% 95 97.9% 18 6.2% … 26 67 - 131 - 40 91
2002 250 14 6.2% 211 93.8% 39 14.8% 173 224 0% 232 100% 34 6.9% … 14 40 - 144 - 15 129
2003 336 6 2.0% 298 98.0% 23 7.0% 182 226 4 2.0% 200 98.0% 15 3.4% … 10 16 - 146 1 - 9 136
2004 426 9 (1) 3.0% 294 97.0% 41 11.9% 264 209 6 3.7% 155 96.3% 23 5.9% … 15 9 - 144 - 18 126
2005 384 31 (1) 11.1% 249 88.9% 32 10.3% 336 183 15 8.5% 162 91.5% 18 5.0% … 46 97 - 88 - 19 69
2006 954 22 (1) 5.4% 389 94.6% 48 10.5% 831 340 12 8.6% 127 91.4% 33 6.6% 287 34 53 - - - - - -
2007 816 37 (13) 7.7% 446 92.3% 61 11.2% 1,103 362 4 2.1% 183 97.9% 34 5.9% 428 41 88 - - - - - -
2008 1,599 40 (6) 4.8% 791 95.2% 87 9.5% 1,784 429 17 5.4% 300 94.6% 34 4.5% 506 57 360 - - - - - -
2009 1,388 22 (5) 1.3% 1,703 98.7% 123 6.7% 1,324 1,156 8 3.4% 230 96.6% 70 4.8% 1,353 30 501 - - - - - -
2010 1,202 26 (7) 1.9% 1,336 98.1% 93 6.4% 1,071 859 13 3.8% 325 96.2% 113 8.7% 1,761 39 363 5 (27) - - - - -
2011 1,867 7 (3) 0.35% 2,002 99.7% 110 5.2% 819 1,719 14 2.2% 635 97.8% 231 8.9% 2,600 21 248 4 (18) - - - - -
2012 2,545 5 (3) 0.24% 2,083 99.8% 110 5.0% 1,166 1,738 13 1.6% 790 98.4% 193 7.1% 3,342 18 112 - - - - -
2013 3,260 3 (1) 0.12% 2,499 99.9% 140 5.3% 1,836 2,408 3 0.32% 921 99.7% 211 6.0% 4,615 6 151 4 (18) - - - - -
2014 5,000 6 (1) 0.21% 2,906 99.8% 257 8.1% 3,668 2,533 5 0.43% 1,171 99.6% 344 8.5% 5,628 11 110 5 (23) - - - - -
2015 7,586 19 (2) 0.55% 3,412 99.4% 467 12.0% 7,358 3,120 8 0.45% 1,763 99.5% 504 9.4% 6,473 27 79 6 (19) - - - - -
2016 10,901 26 (1) 0.35% 7,492 99.7% 675 8.2% 10,067 5,197 2 0.09% 2,112 99.9% 822 10.1% 8,734 28 97 7 (18) - - - - -
2017 19,629 19 0.19% 9,742 99.8% 1,612 14.2% 18,325 8,530 1 0.03% 3,084 100.0% 1,306 10.1% 12,873 20 45 8 (29) - - - - -
2018 10,493 38 (1) 0.36% 10,541 99.6% 2,923 21.6% 15,317 9,021 4 0.07% 6,013 99.9% 2,154 12.5% 13,723 42 40 5 (22) - - - - -
2019 … … … … … … … … … … … … … … … … … … … 6 (20) - - - - -
合計 71,168 614 (47) 1.3% 48,115 98.7% 7,181 12.8% ― 39,274 136 0.7% 19079 99.3% 6344 9.8% ― 750 2,628 50 194 11,319 3,536 742 4,372 2,669

* 空白はゼロ、「‐」は該当なし、「…」は不明を意味する。数字（斜字）は、公表されている数値を基に全難連が計算。
* 「認定率」と「不認定率」は、「条約難民」と「不認定」数をそれぞれ「条約難民」と「不認定」の和で割った百分率。「取下等率」は、「取下等」を処理数（認定＋不認定＋取下等）で割った百分率。
* 「ＯＤＰ（Ordely Departure Program）」は、ＵＮＨＣＲとベトナム政府の合意に基づき難民が本国ベトナムから家族呼び寄せるプログラム。2004年3月31日に申請は締め切られた。
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